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美 深 町 民 憲 章 

 

 

 私達は、天塩川流域にひろがる沃野と広大な森林に囲まれた美深の

町民です。 

 この美しく豊かな郷土を、風雪に耐えぬいて開拓した先人のたくま

しい心を受け継ぎ、更に試練を超えて未来に発展する美深町をめざし、 

この憲章を定めます。 

 

 

   １． 知性をみがき、健康で明るい家庭と情緒ゆたかな 

人格の形成につとめます。 

 

   １． きまりを守り、いたわりの心をもち、力を合わせ 

て社会人としての務めをはたします。 

 

   １． きびしい自然を克服して産業をさかんにし、文化 

のかおり高い町をつくります。 

 

 

 

（昭和５３年１０月制定） 
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議 会 の 沿 革 
 
明治３０年 ６月  増毛支庁管下天塩国上川郡に剣淵・士別・多寄・上名寄の各村、中川郡 
          は下名寄村（美深町）が設置され「天塩３郡（天塩・中川・上川）各村 

戸長役場」は天塩に置かれた。 
 
明治３２年 5 月  平 喜三郎当地に初めて開拓の鍬を下ろす。 
 
明治３４年 ４月  天塩国中川郡は増毛支庁から上川支庁へ編入され、同時に中川郡下名寄 

村は「剣淵外 4 カ村戸長役場」として剣淵に設置された。 
 
明治４０年 ６月  「下名寄村外１カ村戸長役場」を美深 5 線に決定する。 
 
大正 ４年 ６月  下名寄村初の村会議員選挙、定数１２名、任期２年 
 
大正 ９年 ６月  智恵文村を分村、同時に下名寄村を「美深村」と改称する。 
 
大正１２年 ４月  １級町村制の施行により「美深町」となる。 
 
昭和２１年１０月  美深町議会初代議長に池田清治氏就任する。 
 
昭和２２年 ４月  地方自治法施行・ 第１回町議会議員一般選挙 
 
昭和２３年 １月  町議会会議規則制定 
 
昭和２７年１０月  町議会定例会条例制定 
 
昭和３０年 ４月  町議会議員定数変更条例制定 

（昭和３０年４月３０日執行の一般選挙から２０名となる。） 
 
昭和３１年 ９月  町議会委員会条例制定 

１０月  町議会定例会規則制定 
 

昭和３４年 ４月  町議会事務局設置条例制定 
 
昭和３５年 １月  町議会傍聴人取締規則制定 
 
昭和３８年 ９月  町議会委員会条例制定（従来の条例廃止） 
          町議会会議規則制定（従来の規則廃止） 
 
昭和５７年１２月  町議会議員定数変更条例改正 
          （昭和５８年４月２４日執行の一般選挙から１８名となる。） 
 
昭和６２年 ５月  町議会委員会条例全部改正・町議会会議規則全部改正 
 
昭和６３年 ４月  町議会傍聴規則全部改正 
平成 ２年 ４月  町議会会議規則等運用例全部改正 
平成 ３年 ６月  町議会委員会条例一部改正《議会運営委員会の設置》 
          町議会会議規則一部改正 
平成 ４年 ４月  議会広報「議会です こんにちは」を発刊 
 
 
 



- 3 - 
 

平成 ９年１２月  町議会議員定数変更条例改正 
          （平成１１年４月２５日執行の一般選挙から１７名となる。） 
          町議会委員会条例一部改正 ・町議会会議規則等運用例一部改正 
 
平成１０年 ３月  町議会委員会条例一部改正（機構改革に伴う常任委員会所管の変更） 
 
平成１２年 ３月  町議会委員会条例一部改正（常任委員会所管の変更） 
 
平成１３年 ９月  町議会委員会条例一部改正（機構改革に伴う常任委員会所管の変更） 
 
平成１４年 ６月  町議会会議規則一部改正（議員の派遣を規定、会議録の規定整備） 

 ９月  町議会議員定数条例の制定 
（平成１５年４月２７日執行の一般選挙から１６名となる。） 

     １２月  町議会委員会条例一部改正（委員定数の変更） 
          町議会会議規則等運用例一部改正 
 
平成１５年 ５月  美深町議会政務調査費の交付に関する条例施行 
 
平成１７年 ３月  町議会議員定数条例一部改正 
          （公布日以後初めてその期日が告示される一般選挙から１３名となる。） 
          町議会委員会条例一部改正（機構改革に伴う常任委員会所管の変更） 
          町議会事務局規程制定 

 
平成１８年１２月  町議会委員会条例一部改正（委員会名称、定数の変更） 
 
平成１９年 ４月  町議会会議規則一部改正・町議会会議規則等運用例一部改正 
 
平成２１年 ３月  町議会会議規則一部改正・町議会会議規則等運用例一部改正 
 
平成２２年 ３月  町議会議員定数条例一部改正 
          （公布日以後初めてその期日が告示される一般選挙から１１名となる。） 

１２月  議会改革特別委員会は調査報告書を提出 
          平成２１年３月１７日議会改革特別委員会設置。今求められる議会のあ

り方、委員会制度等美深町議会の活性化と改革に関する調査結果を報告。 
 
平成２３年 ５月  町議会委員会条例一部改正（定数の変更） 
 
平成２４年 ３月  町議会傍聴規則一部改正 
 
平成２５年 ３月  町議会傍聴規則一部改正・政務調査費の交付に関する条例一部改正 
          政務調査費の交付に関する規則一部改正・委員会条例一部改正 
          政務調査費の交付に関する要綱一部改正 
          政務調査費使途基準運用指針一部改正 
 
平成２７年 ４月     美深町議会委員会条例の一部改正（新教育長） 
 
平成２８年１２月  町議会会議規則一部改正（出産の場合の欠席について） 
 
平成３１年 ３月  町議会委員会条例一部改正（常任委員会所管の変更） 
          町議会会議規則等運用例一部改正（傍聴にかかる規定追加） 
 
令和 ３年 ６月  町議会会議規則一部改正（欠席事由整備、請願手続きの押印見直し） 
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１．まちの自然 

 

【位置】 

  美深町は北海道の北部に位置し、稚内市と旭川市のほぼ中間にあって、中川郡

の南半分を占める広い面積（琵琶湖とほぼ同じ）をもっています。東は紋別郡雄

武町と枝幸郡枝幸町に、西は雨竜郡幌加内町、中川郡中川町に接するほか南は名

寄市、北は中川郡音威子府村に接していて「イタヤの葉」の形をした町です。 

 （・北緯 44°23′～44°39′ ・東経 142°10′～142°39′） 

 

【地勢】 
  東部には標高１，１２９ｍの函岳を主峰とする北見山地が、西部には天塩山地

に囲まれた盆地を形成しており、町の中央部を南北に北海道第２の大河である延

長２５６ｋｍの天塩川が貫流する肥沃な土地となっています。 

 

総面積    ６７２．０９ｋ㎡ 

農用地     ５０．６７ｋ㎡ 

宅 地      ２．８２ｋ㎡ 

山林原野   ５７１．８４ｋ㎡ 

道路河川    ４６．７６ｋ㎡ 

 

 

【気象】 
  冬の最低気温は－３０度という年も珍しくなかったが近年は温暖化の傾向で

数えるほどしかない。夏の暑さは連日３０度を超えることがあります。風は年間

を通して平均２ｍ/秒と穏やかで、降水量は年間１，２００ｍｍ前後です。豪雪

地帯の指定を受けており、降雪量は１０ｍ、最深積雪１５０ｃｍを超える年もあ

ります。 

 

２．人口及び世帯数 

国勢調査 総  数 男 女 世 帯 数 

平成 ７ 年 6,540 △563 3,127 △263 3,413 △300 2,379 △71

平成１２年 6,040 △500 2,886 △241 3,154 △259 2,324 △55

平成１７年 5,512 △528 2,643 △243 2,869 △285 2,218 △106

平成２２年 5,178 △334 2,513 △130 2,665 △204 2,194 △24

平成２７年 4,659 △519 2,287 △226 2,372 △293 2,041 △153

令和２年 4,147 △512 2,038 △249 2,109 △263 1,912 △129



- 5 - 
 

 

３．歴代議会議長 

歴 代 氏 名 就 任 期 間 備   考 

初 代 池田 清治 
自 昭和２１年１０月 ７日 

至 昭和２２年 ４月３０日 

 

２ 代 久富 熊雄 
自 昭和２２年 ５月１７日 

至 昭和３８年 ４月３０日 
昭２６、３０、３４ 再選 

３ 代 山崎 幸一 
自 昭和３８年 ５月 ９日 

至 昭和４２年 ４月３０日 

 

 

４ 代 石川 重一 
自 昭和４２年 ５月１０日 

至 昭和４３年 ２月１９日 
辞任 

５ 代 山崎 幸一 
自 昭和４３年 ２月１９日 

至 平成１１年 ４月３０日 

昭４６、５０、５４、５８、

６２、平３、７ 再選 

６ 代 竹形  貢 
自 平成１１年 ５月 ７日 

至 平成１５年 ４月３０日 

 

 

７ 代 園部 幹雄 
自 平成１５年 ５月 ８日 

至 平成１９年 ４月３０日 

 

 

８ 代 藤守千代子 
自 平成１９年 ５月 ９日 

至 平成２３年 ４月３０日 

 

 

９ 代 倉兼 政彦 
自 平成２３年 ５月 ９日 

至 平成３０年 ８月３１日 
平２７ 再選 

１０代 南  和博 
自 平成３０年 ９月１０日 

現在 
令元 再選 
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４．歴代議会副議長 

歴 代 氏 名 就 任 期 間 備   考 

初 代 久富 熊雄 
自 昭和２１年１０月 ７日

至 昭和２２年 ４月３０日
 

２ 代 髙橋 東吉 
自 昭和２２年 ５月１７日

至 昭和２９年 ２月２３日
昭２６ 再選 

３ 代 十亀 善一 
自 昭和２９年 ３月 ４日

至 昭和３４年 ４月３０日
昭３０ 再選 

４ 代 山村卯一郎 
自 昭和３４年 ５月１１日

至 昭和３８年 ４月３０日
 

５ 代 梶田 正平 
自 昭和３８年 ５月 ９日

至 昭和４２年 ４月３０日
 

６ 代 蓮沼  靖 
自 昭和４２年 ５月１０日

至 昭和４６年 ４月３０日
 

７ 代 山口 正一 
自 昭和４６年 ５月 １日

至 昭和５８年 ４月３０日
昭５０、５４ 再選 

８ 代 長沢 梅吉 
自 昭和５８年 ５月 ６日

至 昭和６２年 ４月３０日
 

９ 代 早川 定雄 
自 昭和６２年 ５月 ７日

至 平成 ３年 ４月３０日
 

１０代 森口 純雄 
自 平成 ３年 ５月 ８日

至 平成 ７年 ４月３０日
 

１１代 竹形  貢 
自 平成 ７年 ５月 ８日

至 平成１１年 ４月３０日
 

１２代 園部 幹雄 
自 平成１１年 ５月 ７日

至 平成１５年 ４月３０日
 

１３代 諸岡  勇 
自 平成１５年 ５月 ８日

至 平成１９年 ４月３０日

 

 

１４代 越智 清一 
自 平成１９年 ５月 ９日

至 平成２３年 ４月３０日
 

１５代 齊藤 和信 
自 平成２３年 ５月 ９日

至 平成２７年 ４月３０日

 

 

１６代 南  和博 
自 平成２３年 ５月 ９日

至 平成３０年 ９月 ９日
 

１７代 齊藤 和信 
自 平成３０年 ９月１０日

現在 
令元 再選 
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５．議会構成 

 

美 深 町 議 会 

 

 

議 長  南   和 博 

副議長  齊 藤 和 信 

 

 

委 員 会 委 員 長 副 委 員 長 委 員 

総 務 住 民 

常 任 委 員 会 
藤 原 芳 幸 小 口 英 治 

中 野 勇 治 

荒 川 賢 一 

名 取 明 美 

産 業 教 育 

常 任 委 員 会 
岩 崎 泰 好 和 田   健 

齊 藤 和 信 

田 中 真奈美 

議 会 運 営 

委 員 会 
小 口 英 治 岩 崎 泰 好 

藤 原 芳 幸 

和 田   健 

名 取 明 美 

議 会 広 報 

特 別 委 員 会 
藤 原 芳 幸 和 田   健 

小 口 英 治 

岩 崎 泰 好 

名 取 明 美 

田 中 真奈美 
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◎ 議会選出委員 

区     分 議 員 名 選 出 年 月 日 

監 査 委 員 荒 川 賢 一 令和元年５月１０日 

上川北部消防事務組合 
岩 崎 泰 好 

和 田   健 

〃 

令和３年６月１８日 

名寄地区衛生施設事務組合 
藤 原 芳 幸 

名 取 明 美 
令和元年５月１０日 

 

◎ 議会選出諮問機関委員等 

区     分 議 員 名 選 出 年 月 日 

青 少 年 問 題 協 議 会 田 中 真奈美 
任 期 ２ 年 

令和５年３月３１日まで 

都 市 計 画 審 議 会 
齊 藤 和 信 

岩 崎 泰 好 

任 期 ２ 年 

令和６年２月１５日まで 

民 生 委 員 推 薦 会 中 野 勇 治 
任 期 ３ 年 

令和６年７月３１日まで 

 

◎ 依嘱（美深厚生病院から依嘱） 

美深厚生病院運営委員会委員 正副議長 ・ 総務住民常任委員会委員長 

 

◎ 議員会役員（令和３・４年度）     

会   長 中 野 勇 治 

幹 事 長 荒 川 賢 一 

幹   事 田 中 真奈美 

監   事 岩 崎 泰 好 

 

◎ 林活議員連盟（令和３・４年度） 

会   長 南   和 博 

副 会 長 齊 藤 和 信 

事 務 局 長 岩 崎 泰 好 
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（１）議 員 

（令和４年４月１日現在） 

議席 
番号 

氏   名 
年

齢 
党 派 職 業 所属委員会 役職名 当選回数

１ 名 取 明 美 65 無所属 無  職 総務住民  １ 

２ 田 中 真奈美 49 無所属 会 社 員 産業教育  １ 

３ 和 田   健 46 共産党 政党職員 産業教育 産教副委員長 ２ 

４ （欠員）       

５ 岩 崎 泰 好 71 無所属 商  業 産業教育 
産教委員長 

議運副委員長 
４ 

６ 藤 原 芳 幸 63 無所属 自 営 業 総務住民 総住委員長 ３ 

７ 小 口 英 治 67 無所属 商  業 総務住民 
議運委員長  

総住副委員長 
４ 

８ 中 野 勇 治 78 無所属 無  職 総務住民  ４ 

９ 荒 川 賢 一 68 無所属 商  業 総務住民 監査委員 ２ 

１０ 齊 藤 和 信 65 無所属 会社役員 産業教育 副 議 長 ６ 

１１ 南   和 博 62 無所属 農  業  議  長 ５ 

 

 

（２）議員数 

条例定数 現 員 数 欠 員 数 条 例 定 数 の 適 用 

１１人 １０人 １人 
平成２２年３月１９日、第１回定例会におい

て議員定数条例改正。平成２３年一般選挙か

ら２人減員となり定数は１１人。 
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（３）党派別議員数 

無 所 属 共産党 計 

９人 １人 １０人 

 

（４）年齢構成 

４０代 ５０代 ６０代 ７０代 平 均 年 齢 最 年 長 最 年 少 

２人 ０人 ６人 ２人 ６３．４歳 ７８歳 ４６歳 

 

（５）職業別議員数 

農 業 商 業 会社役員 自 営 業 無 職 会社員 政党職員 計 

１人 ３ 人 １ 人 １ 人 ２ 人 １ 人 １ 人 １０人

 

（６）在任別議員数 

１ 期 ２ 期 ３ 期 ４ 期 ５ 期 ６ 期 ７ 期 計 

２ 人 ２ 人 １ 人 ３ 人 １ 人 １ 人 ０ 人 １０人 

 

（７）常任委員会 

名  称 定数 任期 所 管 事 項 

総務住民常任委員会 ６人 ４年
総務、住民生活及び保健福祉に属すること並び

に他の常任委員会の所管に属しない事項 

産業教育常任委員会 ５人 ４年
産業、建設水道に属すること及び農業委員会並

びに教育委員会の所管に関する事項 
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６．議会運営 

 

 ① 質   疑 

   通告制をとらず、同一議題について３回までを原則としている。 

 

 ② 一 般 質 問  

   会期の初めに行う。ただし、第１回定例会及び一般選挙後の第２回定例会に

おいては、２日目の会議に行う。 

通告期限は議会運営委員会の指示する日とし、質問の内容を具体的に記載し

なければならない。 

質問方式は一問一答式を採用している。関連質問は許可しない。 

   町長及び教育長は、議員の質問に対して反問することができる。 

 

 ③ 緊 急 質 問  

   議会の同意によって行っている。 

 

 ④ 会期と日程 

   議会運営委員会で協議のうえ、議会に諮って決定する。 

 

 ⑤ 請願・陳情 

 全文を配布し、請願については議長において文書表により所管する常任委員 

会に付託している。 

請願に準じた陳情類は、資料として議員宛写しを配布している。 

 

 ⑥ 会 議 録 

   デジタル式録音機に収録し作成は町内業者に委託しており、次期定例会まで 

に全議員に配布している。 

 

 ⑦ 全員協議会 

   町の重要問題等については、理事者の判断により協議案として議会に協議し 

ている。 
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７．議会活動 （令和３年） 

（１）議会回数・日数                     (単位：回・日) 

区  分 開催回数 
会 期 日 数 本 会 議 

延 日 数 延 日 数 最  高 最  低 

定 例 会 ４ ２８  １６  ３ ９  

臨 時 会 ４ ４  １  １ ４  

年 間 計 ８ ３２    １３  

 

（２）議決状況 

イ 町長提出                         (単位：件) 

 

 

区    分 

 

条 

 

例 

 

予 

 

算 

 

決

 

算

 

そ

の

他

報 告  

 

計 

審 議 結 果 

専

決

処

分

そ 

の 

他 

原

案

可

決

修

正

可

決

否 

 

 

決 

審

議

未

了 

継 

 

 

続

計 

定 例 会 10 27  7  7   51 51      51

臨 時 会  0  4   1    5  5       5

計 10 31  7  8   56 56      56

※ 専決処分は、法第１７９条によるもの。 

 

 ロ 議員提出                         (単位：件) 

 

 

区    分 

 

条 

 

例 

 

意

見

書 

 

決

 

議

 

人

 

事

規

則

そ

の

他

計 

審 議 結 果 

原

案

可

決

修

正

可

決

否

 

 

決

審 

議 

未 

了 

継 

 

 

続 

撤 

 

 

回 

計

定 例 会  11  1 8 20 20       20

臨 時 会               

計  11  1 8 20 20       20
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（３）一般質問状況                        (単位：円) 

    分 類 

 

会 議 名 

質問 

人数 

一 般 質 問 項 目 

計 行

政 

財

政 

教

育

産

業

建

設

衛

生

福

祉

商

工

過

疎

労

働

交

通 
他 

第１回定例会  5  5  2    1      3 項目 8 件

第２回定例会  3  2  1 1   1      4 項目 5 件

第３回定例会  3  2      1      2 項目 3 件

第４回定例会  4  4  2    1      3 項目 7 件

計 15 13  5 1   4      12 項目 23 件

 

（４）請願・陳情の受理及び結果                  (単位：円) 

区 分 

受理件数 審 査 方 法 審 査 結 果 

新規 
継続

審査

本会議 

即決 

委員会付託 資料

配布
採択 不採択

継続

審議

審議 

未了 

取り 

下げ 

資料

配布会期中 閉会中

請 願             

陳 情 27  11   16 11     16 

計 27  11   16 11     16 

 

 

８．報酬及び手当等 

（１）議 員 報 酬（平成２０年４月１日適用)            (単位：円) 

区 分 議 長 副 議 長 委 員 長 議 員 

報 酬 月 額 250,000 200,000 185,000 175,000 

町長との比率 34.2％ 27.4％ 25.3％ 24.0％ 

 

（２）特別職給料（平成２０年４月１日適用)     (単位：円) 

区 分 町 長 副 町 長 教 育 長 

給  料 730,000 600,000 560,000 

 

（３）議員の費用弁償・手当（令和４年４月１日適用）        

費 用 弁 償 期 末 手 当 

町   内 
バス賃 

職員の旅費に関する条例第 12 条
６ 月 １ ２ 月 計 

道   内 

道   外 
一律 2,700 円 215.0/100 215.0/100 430.0/100 
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９．議会事務局 

（１）設置年月日  昭和３４年４月１日 

（２）職 員 数                       （単位：人） 

局 長 副主幹
会計年度

任用職員 
計 備         考 

１ １ １ ３ 監査委員事務局併任 

 

１０．議会費予算（令和４年度当初）             （単位：千円） 

区  分 金  額 摘         要 

1 報 酬 ２４，５６３
議員報酬（１０名分）        ２２，５６０

会計年度任用職員報酬         ２，００３

3 職員手当等 ８，２８６
議員期末手当（１０名分）       ８，０８４

会計年度任用職員期末手当         ２０２

4 共 済 費 ７，４７２

議員共済会負担金           ６，９５６

議員共済会事務費             １６５

社会保険料                ３５１

8 旅 費 １，４１２
費用弁償               １，０７６

普通旅費                 ３３６

9 交 際 費 ４００ 議長交際費                ４００

10 需 用 費 １，１１９

消耗品費                 ２６２

燃料費                   ２３

食糧費                   １０

印刷製本費                ８２４

11 役 務 費 ３３ 手数料                   ３３

12 委 託 料 １，５８７

会議録調製業務委託料         １，３２０

議場音響設備保守点検業務委託料      １５９

バス代替運転業務委託料          １０８

13 
使 用 料 

及び賃借料 
１３７

駐車場使用料                 ５

電子複写機賃借料             １３２

17 備品購入費 ７７ 備品購入費                 ７７

18 
負担金補助 

及び交付金 
１，７３９

上川北部市町村議会議長会負担金       ５５

議員公務災害補償等組合負担金        ６９

上川町村議会議員研修会負担金        ３０

政務活動費交付金           １，５６０

会議等負担金                ２５

議会費計 Ａ ４６，８２５ Ｂ  一般会計歳出総額    ５，０５６，７００

構 成 比 ０．９３％ Ａ / Ｂ 
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１１．令和４年度各会計当初予算 

総予算額  ６,７５２,１６５千円 

（１）一般会計                         （単位：千円) 

歳 入 歳 出 

款  別 予算額 構成比 款  別 予算額 構成比

1 町 税 393,684 7.8 1 議 会 費 46,825 0.9

2 地 方 譲 与 税 103,000 2.0 2 総 務 費 463,629 9.2

3 利 子 割 交 付 金 300 0.0 3 民 生 費 608,666 12.0

4 配 当 割 交 付 金 500 0.0 4 衛 生 費 511,750 10.1

5 株式等譲渡所得割交付金 500 0.0 5 労 働 費 5,970 0.1

6 法人事業税交付金 2,500 0.1 6 農 林 産 業 費 230,024 4.6

7 地方消費税交付金 80,000 1.6 7 商 工 費 291,290 5.8

8 自動車税環境性能割交付金 6,001 0.1 8 土 木 費 807,089 16.0

9 地方特例交付金 2,500 0.1 9 消 防 費 209,335 4.1

10 地 方 交 付 税 2,950,000 58.3 10 教 育 費 463,746 9.2

11 交通安全対策特別交付金 500 0.0 11 災 害 復 旧 費 16,046 0.3

12 分担金及負担金 22,954 0.4 12 公 債 費 629,477 12.4

13 使用料及手数料 77,709 1.5 13 職 員 給 与 費 767,853 15.2

14 国 庫 支 出 金 380,744 7.5 14 予 備 費 5,000 0.1

15 道 支 出 金 204,262 4.0 歳 出 合 計 5,056,700 100.0

16 財 産 収 入 39,717 0.8   

17 寄 附 金 100,001 2.0     

18 繰 入 金 347,581 6.9     

19 繰 越 金 30,000 0.6     

20 諸 収 入 33,347 0.7     

21 町 債 280,900 5.6     

歳 入 合 計 5,056,700 100.0     

 

 

（２）特別会計                         （単位：千円） 

会  計  名 予 算 額 会  計  名 予 算 額 

国民健康保険特別会計 614,200 北部簡易水道事業特別会計 23,200

後期高齢者医療保険特別会計 88,000 下 水 道 事 業 特 別 会 計 236,000

介 護 保 険 特 別 会 計 595,000 特 別 会 計 合 計 1,556,400
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（３）公営企業会計                      （単位：千円） 

中 央 簡 易 水 道 事 業 会 計 

収 益 的 103,748

資 本 的 35,317

合   計 139,065

 

 

（４）町税の内訳                       （単位：千円） 

町 民 税 固定資産税 軽自動車税 町たばこ税 入湯税 合  計 

個人 160,879 純固 171,874 

14,110 30,388 1,050 393,684 法人 13,578 国有 1,805 

計 174,457 計 173,679 

 

 

（５）主な財政指標等             （単位：百万円・％・ポイント） 

指     標 令和元年度 令和２年度 

基 準 財 政 需 要 額 3,241 3,371 

基 準 財 政 収 入 額 528 559 

財 政 力 指 数 0.163 0.166 

経 常 収 支 比 率 74.0 73.1 

実 質 公 債 費 比 率 

（過去３ヵ年平均） 
6.2 6.5 

公 債 費 負 担 比 率 13.4 13.0 

財政調整基金積立現在額 1,024 1,173 

減 債 基 金 積 立 現 在 額 512 512 

特定目的基金積立現在額 2,448 2,463 

備 荒 資 金 組 合 納 付 残 高 756 760 

地 方 債 現 在 高 5,336 5,313 

 

 


